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議案第５８号 
 
 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用 
弁償等に関する条例の一部改正について 

 
 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 
 
 

令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用

弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関

する条例（平成１７年杵築市条例第３６号）の一部を次のように

改正する。 

 別表中 

「 

防災会議委員 日額 ４，５００円 
」を

「 

防災会議委員 学識経験者

委員 
日額 １０，０００円 

委員 日額 ４，５００円 

 

」に、 

「水道事業審議会委員」を「上下水道事業審議会委員」に改める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、令和４年４月１日から適用

する。 
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議案第５９号 
 
 

杵築市特定公共賃貸住宅条例の一部改正について 
 
 

杵築市特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 
 
 

令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市特定公共賃貸住宅条例の一部を改正する条例 

 

杵築市特定公共賃貸住宅条例（平成１７年杵築市条例第１７２

号）の一部を次のように改正する。 

別表下原団地の項を次のように改める。 

下原団地 杵築市大字南杵築１６８３

番地 

給湯設備が深夜電

力仕様のもの 

４６，１８０円 

  給湯設備がガス仕

様のもの 

４４，１８０円 

別表若宮第２団地の項家賃月額の欄中「５３，８８０円」を「 

５２，１８０円」に改め、同表俣水第２団地の項家賃月額の欄中

「３０，８８０円」を「２８，６８０円」に改める。 

 

附 則 

この条例は、令和４年７月１日から施行する。 
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報告第１５号 
 
 
   専決処分の承認を求めることについて 
 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 
定により、別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定に 
より報告し、承認を求める。 
 
 
  令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
               
              記 
 
 

令和４年度杵築市一般会計補正予算（第２号）・・・別冊 
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報告第１６号 
 
 
   繰越明許費繰越計算書について 
 
 

令和３年度杵築市一般会計予算のうち、令和４年度に別紙のと

おり繰り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第１４６条第２項の規定により報告する。 
 
 

令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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報告第１７号 
 
 
   繰越計算書について 
 
 

令和３年度杵築市水道事業会計予算のうち、令和４年度に別紙

のとおり繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第２６条第３項の規定により報告する。 
 
 

令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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報告第１８号 
 
 
   繰越計算書について 
 
 

令和３年度杵築市下水道事業会計予算のうち、令和４年度に別

紙のとおり繰り越したので、地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号）第２６条第３項の規定により報告する。 
 
 

令和４年６月６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
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報告第１９号 
 
 

専決処分の報告について 
 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規

定により、議会において指定されている事項について、別紙のよ

うに専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 
 
 
令和４年６月６日提出 
 
 

                杵築市長  永 松  悟 
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専 決 処 分 書      
 

本市が管理する市道上で発生した物損事故について、地方自治

法第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 
 
令和４年５月１０日 
 

                杵築市長  永 松  悟 
             

記 
 

市は、相手方に与えた事故による損害賠償の額を次のとおり決

定し、和解する。 
 

１ 損害賠償の相手方  住所 ■■■■■■■■■■■■■■

■ 
          氏名 ■■■■■■■■■■■■ 
             ■■■■■■■■■■■ 
 

２ 事故発生年月日   令和４年４月１６日 
 

３ 事故発生場所    杵築市大字南杵築 
            市道 下原煙硝倉線 

 
４ 事故原因・状況 
   相手方車両が上記の道路を後退中、突然道路が陥没し、車

両右前部の車輪がはまり、車輪及び車体下部を損傷した。 
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 ５ 示談の内容及び損害賠償の額 
    市の過失割合は１００％となり、市は、損害賠償金として、

相手方車両の修繕料１０５，８７５円及びレッカー代３２，

４５０円を支払う。 
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